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（事業実施年度：平成２８年度）

（評価実施年度：平成２９年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 障がい者就労環境づくり推進事業 事業期間 平成 ２６ 年度 ～ 平成 ３１ 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　本県の障がい者雇用率は全国3位（Ｈ28.6.1時点）であり、目標である雇用率日
本一に向けて取組の強化が求められている。また、身体障がい者に比べ、知的・
精神障がい者の雇用が立ち後れている。

事業の目的
　特に知的・精神障がい者の民間企業での雇用促進を図るため、障害者就業・生活支援センター
等に障がい者雇用アドバイザーを配置し、障がい者雇用率日本一を達成する。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 障がい者が地域で暮らし働ける社会づくりの推進

施策区分 障がい者の就労支援

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 障害福祉課 評価者 障害福祉課長　髙橋　基典

２９年度(予算)

①障がい者雇用アドバイザーの配置
　全業種の民間企業を幅広く個別訪問し、仕事の切り出しや職場環境の見直し等について助言する
　障がい者雇用アドバイザーを障害者就業・生活支援センター等に配置
　委託先：(社福)博愛会、(社福)太陽の家、(社福)大分県社会福祉事業団

① 11,279 総コスト 15,757 16,047 35,690

②

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２７年度(決算) ２８年度(決算)

事業費 10,757 11,047 25,690

③ (うち一般財源) 250 5,533 12,970

計 11,279 職員数（人） 0.50 0.50 1.00

④ 人件費 5,000 5,000 10,000

最終達成
(    年度)

障がい者雇用アドバイザーの
法人等訪問数（社）

目標値 166 220 531 531
100%

目標値

最終達成
(３１年度)

指標名（単位） 達成度 ２７年度 ２８年度 ２９年度指標名（単位） 達成度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

実績値 166 220

a達成率 100.0% 100.0% 達成率
実績値

実績値 実績値
目標値目標値

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 最終達成
(３１年度)

事業の成果

達成率 達成率

活動指標

本県の障がい者実雇用率
（％）

目標値 2.51 2.53 2.56 2.91

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a 　平成２８年の大分県の障がい者実雇用率は2.46％と目標値を達成できなかったが、障がい者雇用
アドバイザーの法人訪問件数は目標値を達成し、障がい者雇用の推進につながった。

実績値 2.43 2.46

達成率 96.8% 97.2%

廃止

・障がい者の働く場の確保
・一般就労が可能な知的・精神障がい者の人材の掘り起こし

・障害者就業・生活支援センター等に配置している障がい者雇用アドバイザーを倍増し、あらゆる業種にお
いて企業訪問を実施
・一般就労が可能な知的、精神障がい者の人材の掘り起こしのため、福祉的就労事業所の訪問等を実施

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続
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（事業実施年度：平成２８年度）

（評価実施年度：平成２９年度）

B

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名
就労継続支援Ａ型事業所設備整備
事業

事業期間 平成 ２６ 年度 ～ 平成 ２８ 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　本県の障がい者雇用率は全国3位（Ｈ28.6.1時点）であり、目標である雇用率日
本一に向けて取組の強化が求められている。そのために、雇用契約に基づき就労
支援を行う就労継続支援Ａ型事業所の地域的偏在の解消や障がい者雇用に理解が
深い社会福祉法人等での障がい者雇用の促進が課題となっている。

事業の目的
　就労継続支援Ａ型事業所の設備整備に必要な費用を助成することにより、障がい者の就労機会
の拡大と社会福祉法人等での障がい者雇用の更なる推進を図る。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 障がい者が地域で暮らし働ける社会づくりの推進

施策区分 障がい者の就労支援

総合評価 終了 事業実施課（室）名 障害福祉課 評価者 障害福祉課長　髙橋　基典

２９年度(予算)

①就労継続支援Ａ型事業所設備整備費補助事業
　就労継続支援Ａ型事業所の設備整備に必要な費用の一部を補助

① 20,000 総コスト 21,544 16,278

②

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２７年度(決算) ２８年度(決算)

事業費 16,544 11,278

③ (うち一般財源) 16,544 11,278

計 20,000 職員数（人） 0.50 0.50

④ 人件費 5,000 5,000

最終達成
(２８年度)

就労継続支援Ａ型事業所に対
する補助件数（件）

目標値 10 10 10
100%

目標値

最終達成
(２８年度)

指標名（単位） 達成度 ２７年度 ２８年度 ２９年度指標名（単位） 達成度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

実績値 10 8

b達成率 100.0% 80.0% 80.0% 達成率
8 実績値

実績値 実績値
目標値目標値

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 最終達成
(２８年度)

事業の成果

達成率 達成率

活動指標

就労継続支援Ａ型事業所にお
ける障がい者雇用の定員増加
数（人）

目標値 100 100 100

115.0%

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a 　Ａ型事業所設備整備費補助事業の実施により、Ａ型事業所の定員が目標値を超え、障がい者の就
労機会の拡大に大きく寄与した。

実績値 107 115 115

達成率 107.0% 115.0%

廃止

･就労継続支援Ａ型事業所の指定基準に沿った適切な運営に対する指導

・就労継続支援Ａ型事業所の数は順調に伸びており、一定程度の事業所数が確保できたことから事業終了

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続
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（事業実施年度：平成２８年度）

（評価実施年度：平成２９年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 障がい者工賃向上計画推進事業 事業期間 平成 ２５ 年度 ～ 平成 ２９ 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　工賃向上計画対象事業所（就労継続支援Ｂ型事業所）を利用する障がい者の工
賃水準が低いため、地域で自立した生活を営むことが困難な状況にある。

事業の目的
　新規受注や大量受注が可能な共同受注体制の確立等により、障がい者の就労工賃水準の向上を
図る。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 障がい者が地域で暮らし働ける社会づくりの推進

施策区分 障がい者の就労支援

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 障害福祉課 評価者 障害福祉課長　髙橋　基典

２９年度(予算)

①共同受注体制確立事業
　共同受注事務局を設置し、単独事業所では受注困難な大ロット作業の受注や営業活動を実施
　委託先：（社福）太陽の家
②アドバイザー等派遣事業
　事業所に対して経営改善、技術指導、販路拡大等のアドバイスを行う専門家を派遣（6件）
③障がい者工賃向上推進委員会の開催

① 11,548 総コスト 22,916 18,645 23,657

② 1,758

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２７年度(決算) ２８年度(決算)

事業費 15,916 11,645 16,657

③ 83 (うち一般財源) 5,571 5,903 5,172

計 13,389 職員数（人） 0.70 0.70 0.70

④ 人件費 7,000 7,000 7,000

最終達成
(２９年度)

共同受注による受注実績（千
円）

目標値 23,714 58,462 64,285 64,285
86%

障がい者工賃向上推進委員
会の開催回数（回）

目標値

最終達成
(２９年度)

指標名（単位） 達成度 ２７年度 ２８年度 ２９年度指標名（単位） 達成度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

実績値 58,462 64,285 1 1
1 1 1

1%

a100.0% 100.0%達成率 246.5% 110.0% 達成率
実績値

実績値 193 206 実績値13%
目標値目標値 121 193 206 206

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 最終達成
(２９年度)

事業の成果

達成率 159.5% 106.7% 達成率

共同受注参加事業所延数（事
業所）

活動指標

工賃向上計画対象事業所平均
工賃月額（円）

目標値 16,821 17,297 17,773 17,773

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a 　共同受注の取組等により、平均工賃（月額）の向上が図られた。実績値 16,237 16,823

達成率 96.5% 97.3%

廃止

・新たな受注先の開拓と参加事業所の増
・県の事業終了後の共同受注体制の維持
・農業に取り組む事業所の工賃向上 ・障がい者の工賃向上を図るため、引き続き共同受注の取組を推進するとともに、受注事務の仕分けや営業

活動等を行う共同受注事務局について、持続可能な運営体制を確立
・農業を実施している事業所に対する工賃向上支援

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続
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